
 

薬局における薬剤交付支援事業の実施に当たっての留意点（その１） 

令和２年５月８日修正 日本薬剤師会 

 

１．配送費の支払い等 

① 補助対象 

 事業実施者の所在する都道府県内の薬局において、４月２日事務連絡及び

４月 10 日事務連絡等（注）に基づき調剤及び電話等による服薬指導等を行い、

患者宅等に薬剤を配送又は薬局の従事者が患者宅等に薬剤を届けた場合の

以下の費用を補助する。なお、処方箋発行日にかかわらず、令和２年度補正

予算の成立日（4月 30 日以降）以降に実施されたものが対象となり、実施期

間の途中で予算の上限に達した場合はその時点で終了することに留意する。 

 ・薬局の従事者が患者宅等に薬剤を届けた場合の交通費及び人件費 

 ・患者宅等へ薬剤を配送した場合の配送料 

 また、事業実施者において、上記内容に関する薬局からの申請の受付や申

請内容の集計、費用の支払い等を行うために必要な経費を補助する。必要な

経費は、薬局における薬剤交付支援事業交付要綱（以下「交付要綱」という。）

で定める。 

  （注）対象となる事務連絡は、以下のとおり。 

呼称 事務連絡タイトル 処方箋の 

取扱い 

４月２日 

事務連絡 

新型コロナウイルス感染症の軽症者等の宿泊

療養マニュアル」の送付について 

CoV 宿泊 

新型コロナウイルス感染症患者が自宅療養を

行う場合の患者へのフォローアップ及び自宅

療養児の感染管理対策について 

CoV 自宅 

４月 10 日 

事務連絡等 

（注） 

新型コロナウイルスの感染拡大に際しての電

話や情報通信機器を用いた診療等の時限的・

特例的な取扱いについて（４月10日事務連絡） 

0410 対応 

歯科診療における新型コロナウイルス感染症

の拡大に際しての電話や情報通信機器を用い

た診療等の時限的・特例的な取扱いについて

（４月 24 日事務連絡） 

（注）等：このほかに、今後対象となる事務連絡が発出された場合には、

その都度明確化される予定。 


